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国土地理院防災業務計画

国土地理院災害対策要領

災害対策基本法

防災基本計画

測量法

基本測量に関す
る長期計画

防災に関わる取組

国土地理院の防災施策体系

国土地理院災害対策本部会議

国土地理院は、指定行政機関
の一つとして位置づけられる。
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災害対策の基本

•国土地理院は災害対策基本法の指定行政機関として、災
害対策の基本を以下のように位置づけている

•地殻変動をはじめとする自然現象に関する情報
及び

•地形、土地条件等の地理情報を

•適時・的確に収集し、関係機関及び国民に提
供する

-このことにより災害による被害の拡大の防止・軽減及

び災害復旧等を目的として、関係機関が行う防災対策
及び国民の防災活動を支援する。
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発災(3/11)

体制

地殻変動・
基準点

災害対策本部
設置(0h)

第一回本部会議(0.5h)、以後一ヶ月間連日開催

関係機関への職員派遣(0.5h-)

GPS地殻変
動解析(3h)

( )
断層・滑り分布モ
デル(2日-)

干渉SAR地殻変動(1週間-)
再測量・成果改定(-234日)

空中写真撮影(1日-)

データ加工・提供(モザイク・正射
写真・新旧・斜め写真等)(2日-)

判読・提供(津波浸水範囲。地盤沈
降状況等)(3日-)

災害対策用図・広域
災害対策図等(1h～)

1日(3/12) 1週間(3/18) 1ヶ月(4/11) 3ヶ月(6/11)

地盤の沈降調査

国土地理院の取り組み

空中写真

被災状況

ベース
マップ等

被災地域の職員派遣・対応(6-65日)

災害概況図

9ヶ月(12/11)

地理空間情報の提供(2日-)

電子国土Web等を用いた情報提供(2日-)

レーザ測量標高

復興用基本図

余効変動の観測
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GNSS連続観測ネットワーク(GEONET)

GNSS連続観測点

1,240観測点
の分布GNSS 

アンテナ

GNSS 
受信機

5m

•位置の基準と地殻変動検知のため連続観測中

GNSS: Global Navigation Satellite System
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電子基準点で観測された地殻変動

牡鹿: 
530cm

東京: 
20cm

水平変動
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電子基準点で観測された地殻変動
上下変動

牡鹿: 
120cm
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観測された地殻変動
GPS観測による上下変動干渉SARによる把握
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モデルに見られる特徴
• 主な滑り領域(4m以上)は南北約

450km
• 最大の滑り量は震源付近で24m

以上

• モデルから計算される地震の規模
(モーメントマグニチュード)は9.0

すべり分布モデル(電子基準点データに基づく)

約450km

最大24m
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空中写真
撮影区域

•３月12日から４月５日にかけて、空中写真の緊急
撮影等を実施。
•青森県北部から茨城県南部まで(福島第一原発
周辺は除く)の空中写真を整備。
•被災地域を上空から俯瞰した斜め写真も撮影。

空中写真の緊急撮影
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画像情報
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浸水範囲概況図等の作成

航空写真(原発周辺は衛星画像)を
判読して津波による浸水区域を公表

土地利用細分メッシュデータとを組み合
わせ、浸水範囲の土地利用面積を集計
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デジタル標高モデル(DEM)
地震後に計測した航空レーザデータ(三次元データ)により、5mメッ
シュDEM及びデジタル標高地形図を作成。

石巻市
及び
女川町
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ベースマップ
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地理空間情報の提供方法

(1) 現地(仙台を拠点)での提供

*東北地方測量部及び国土地理院緊急災害
対策派遣隊(TEC-FORCE)が、復旧活動を行
う機関に地理空間情報を提供

(2) 地理情報支援班(つくば)
*ニーズ・問い合わせに基づく提供

*1,491 件(-2011年11月25日) (1) + (2)
(3) インターネットによる一般への情報提供

*http://www.gsi.go.jp
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地理空間情報の活用

– 津波浸水範囲図、高解
像度空中写真を利用

– 罹災証明の判定に活
用。証明書交付の効率
化に寄与

– 津波等による被災地の
建築制限地区の設定
検討に活用

宮城県気仙沼市

写真: 気仙沼市提供
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– 海岸マツ林の被害状況把握
・ 現地調査前に写真で事前確認

– 被災地域の空中写真を利用
• 撮影パラメータも入手し活用

• 空中写真をステレオ立体視・計測

• 樹高、地盤高、林帯幅等の計測

– 写真の迅速な提供を高く評価
• 現地計測の代替に利用すべき

• 地上解像度25cmが必要

東北支所

ステレオ立体・計測装置

岩手件普代村普代浜.

岩手県田野畑村明戸

地理空間情報の活用
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地理空間情報の活用

– 文化財部伝統文化課
文化財保護調整室の
作成

– 津波浸水域と文化財
を重ね合わせ

– 被災地域の関係自治
体に情報提供
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教訓
• 評価点

• 災害対応部署への職員派遣

• 地理情報支援班の設置

• 国土地理院本館の免震構造化

• 他組織と連携した被災市町村等への地理空間情報
の提供

• 課題点

• 復旧・復興担当機関と一般に重きを置いた情報提供

• 無停電電源装置と燃料の備蓄不足

• 人員配置・スタッフの勤務負担
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復興にむけた取組

測量成果の改定
電子基準点(5月末)
三角点・水準点(10月
末)

災害復興計画基図
空中写真、災害復興
計画基図(1:2,500)
8月より関係行政機
関に順次提供

測量の位置
の基準

地殻変動の
把握

高精度標高データ
標高データ、デジタル
標高地形図
8月より関係行政機関
に順次提供

国・自治体
による復旧・
復興計画の作
成に利用

地盤沈下、浸
水湛水や土砂
災害対策の計
画立案へ活用
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問い合わせ先

(1) 国土地理院 企画部 防災推進室

*電話：029-864-1111
*Email: bousai@gsi.go.jp
(2) 大きな災害時(国土地理院災害対策本部が

設置される場合)では、 地理情報支援班が
設置されます。

*電話： 029-864-1111
*Email: shienhan@gsi.go.jp
*HP: www.gsi.go.jp


